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平成 17年 4 月期中間決算短信（連結）                    平成 16年 12月 27日 
 
上場会社名  株式会社トーシン               上場取引所      ﾆｯﾎﾟﾝ･ﾆｭｰ･ﾏｰｹｯﾄ－｢ﾍﾗｸﾚｽ｣ 
コード番号  9444                     本社所在地都道府県 愛知県 
（URL http://www.toshin-group.com）             TEL              （052）262-1122（代表） 
本社所在地  名古屋市中区栄三丁目４番 21号           
問い合せ先  責任者役職名 取締役管理部長 
       氏    名 宮川 勝美 
 
中間決算取締役会開催日 平成 16年 12月 27日 
米国会計基準採用の有無   無 
 
１．平成 16年 10月中間期の連結業績（平成 16年 5月 1日～平成 16年 10月 31日） 
 
(1)連結経営成績                （注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
  百万円 %  百万円 %  百万円 % 
16年 10月中間期 5,294  33.3 97  △11.9 117 △9.5 
15年 10月中間期 3,970  △14.1 111  △19.5 129 △6.5 
16年 4月期 8,849   278   310   

 
 

中間（当期）純利益 1株当たり中間（当期）純利益 
潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益 
  百万円 %  円 銭  円 銭 
16年 10月中間期 53  ― 4,322 05  4,212 14  
15年 10月中間期 △99  ― △16,298 32  ― ―  
16年 4月期 12   1,907 76  1,873 70  
（注）①期中平均株式数  16年 10月期 12,304株  16年 4月期 6,106株  15年 10月期 6,106株 
   ②会計処理の方法の変更  無 
   ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるﾊﾟｰｾﾝﾄ表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本 

  百万円  百万円  % 円 銭 
16年 10月中間期 5,797  1,625  28.0  130,883 96 
15年 10月中間期 4,937  1,483  30.0  242,831 31 
16年 4月期 5,807  1,570  27.0  256,613 52 
（注）期末発行済株式数  16年 10月期 12,419株  16年 4月期 6,120株  15年 10月期 6,106株 
 
(3)連結ｷｬｯｼｭﾌﾛｰの状況 
 営業活動による 

ｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ･ ﾌ ﾛ ｰ 
投資活動による 
ｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ･ ﾌ ﾛ ｰ 

財務活動による 
ｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ･ ﾌ ﾛ ｰ 

現金及び現金同等物 
期末残高 

  百万円  百万円  百万円  百万円 
16年 10月中間期 487  △317  △40  492  
15年 10月中間期 42  △567  394  396  
16年 4月期 190  △1,259  901  361  

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
 連結子会社 1社  持分適用非連結子会社数  －社   持分法適用関連会社  －社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
 連結（新規）  －社  （除外）  －社  持分法（新規）  －社  （除外）  －社 
 
２．平成 17年 4月期の連結業績予想（平成 16年 5月 1日～平成 17年 4月 30日） 
 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

  百万円  百万円  百万円 
通 期 10,000  350  185  

(参考)  1株当たり予想当期純利益 （通期） 7,448円 37銭 
     平成 16年 12月 20日の株式分割実施後の発行済株式数は、24,837株となっております。 
 
上記の業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものです。実際の業績は、 
今後、様々な要因によって予想値と異なる可能性があります。 
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１．企業集団の事業内容 
 

      当社グループ（当社及び連結子会社 1社）は、移動体通信機器販売関連事業として、 

    移動体通信キャリアの販売代理店業務による移動体通信機器の販売と販売手数料の受 

    取ります。その他、不動産事業、フード事業を行っております。 

 

      当社グループの事業に係わる位置付け及び事業部門の関連は次の通りであります。 

    

  ＜移動体通信機器販売関連事業＞ 

    キャリア等より移動体通信機器端末を仕入れ、当社直営店で顧客へ直接販売すると 

    ともにＦＣ店、販売代理店への販売を行っております。一方で、移動体通信サービス 

    契約の加入取次を行うことでキャリア等から販売手数料を得るとともにＦＣ店、販売 

    代理店へは委託販売契約による販売手数料の支払が生じます。 

   ……当社で行っております。  

        

＜不動産事業＞ 

     貸しビル、賃貸マンションによる不動産事業及び不動産販売事業を行っております。 

      ……当社で行っております。 

 

  ＜フード事業＞ 

    フード事業関連の新規事業開発・運営や店舗の立地開発、システム開発、メニューの

企画提案、販売促進提案に係わる事業を行っています。 

……当社で行っております。 
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 事業の系統図は、次のとおりであります。 

 

移動体通信関連事業の一般ユーザー 
 

不動産事業・飲食店・一般ユーザー 

 

                             飲食店に対する企画・    飲食店「大黒屋 

                                コーディネート    善次郎」、「カフェ 

  移動体通信機器の販売                               アンジェリーナ」 

                                           の運営 

 
 
     

株式会社マジック※・ＦＣ店・代理店  

                                   

            移動体通信機器の販売     事務手数料の発生 

株式会社マジック※ 

                                         

                            

                 
                                     
 

 

                                
                              移動体通信機器     
                            の仕入れ        事務手数料の発生 
 

                          

   移動体通信機器の仕入れ                        

 

一次代理店 
                                          

          事務手数料の発生 

  

 

       移  動  体  通  信  キ  ャ  リ  ア 

 

※連結子会社 

 
 
 
 
 

当                社 
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２．経営方針 
（１）経営の基本方針 

当社グループは、「携帯電話ショップの展開を中心にした移動体通信事業」、「貸し

ビル及び賃貸の不動産事業」「飲食店を企画・コーディネートするフード事業」の３つ

の事業で経営の拡大発展を目指しております。 

      また、株主の皆様並びにお客様のご要望に応える企業集団となるため、社員一人ひ

とりが、当社社是である“有言実行”を実践、一層の経営効率の強化に取り組んでい

ます。 

（２）配当に関する政策 

株主の皆様へ安定的に利益還元を行う事が当社の利益配分に関する基本方針であり、

これを経営の重要政策の一つと認識しております。 

このような方針に基づき、1株当たり 2,000円の中間配当を実施することといたしま

した。なお、平成 16年 4月 30日を割当基準に普通株式 1株を 2株に分割いたしまし

たので、平成 16年 10月期の中間配当は、平成 15年 10月期の 1株当たり中間配当実

施額 3,000 円と比較し、実質 1,000 円の増配となります。また、当社株式の更なる流

動性向上のために、平成 16年 10月 31日を割当基準に普通株式 1株を 2株に分割して

おります。これにより、平成 17年 4月期の配当は、分割後の 1株当たりで、中間配当

2,000円、期末配当 1,250円の年間配当 3,250円を実施する予定です。これは分割前の

基準で 1株当たり年間 2,000円の増配予想となります。 

（３）中期的な課題・経営戦略 

当社グループを取り巻く経営環境は､マクロの景気は好転をみせているものの、基盤

事業である移動体通信機器市場の成熟化及び競争激化が続いており、新規事業による

成長性確保と利益確保が課題となっています。具体的な対策として、下記項目に取り

組んでいます。  

①移動体通信機器販売事業は、消費者の需要を満たすために、ドコモ、ボーダフォ

ン、KDDIの全キャリアを取り扱い、vodafoneショップ、ａuショップ、TU-KA

ショップ、ドコモサイト店の「専売店」の出店並びに当社店舗ブランドである「ケ

ータイマーケット」「ｖ－town」の出店を進めてまいります。 

②移動体通信機器販売事業のエリア別戦略の中部地区は、当期中を目途に、利益の

見込めるキャリアショップを１０店舗展開します。マーケットの大きな関東エリ

アも重点地区として位置付け、通信事業者とも連携を強化しつつ出店を行ってま

いります。 

③不動産事業につきましては、移動体通信機器販売事業に続く重点事業と位置付け、

従来の賃貸ビルおよび賃貸マンションの更なる物件の増大と効率運営により事業

ウエートを高め一層の利益確保を目指すとともに、開発型の不動産流動化にも取

り組んでまいります。開発型の不動産流動化にあたっては、ＳＰＣの活用による

資金調達などで保有資産を増やすことなく売却益や賃貸料が得られる独自のスキ

ームで組成しております。今後の不動産投資においてもＳＰＣの活用による不動

産流動化を検討し、収益力や財務安全性を高めるスキームを新たに検討、導入し

てまいります。また、不動産経営における所有と経営の分離をいち早く実践し、
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新たな不動産経営のステージを切り開くべくプロパティマネジメント業務を推進

します。 

④移動体通信機器販売事業、不動産事業に続く収益の第３の柱として、フード事業

を育てるべく経営資源を投入してまいります 

⑤人材の開発・確保につきましては、社内ベンチャー制度の導入や外部の研修機関

を利用した社員研修と OJT の充実並びに貢献主義に基づく評価制度を定着させ、

活力溢れる企業集団を創り上げてまいります。 

⑥今後、一層のサービス向上を図るため、継続的にお客様アンケートを実施します。

アンケートは、お客様の声として当社社長室で承り、サービスの充実に努めます。 

⑦効率経営を実践し、売上高経常利益率 3％以上を継続・確保できる経営体質づくり

を目指します。 

（４）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

①基本的な考え方 

 重要性につきましては、十分認識しており、経営は、高い倫理観・有言実行・迅
速を第一義とするとともに、経営の透明性・公正性を高めるべく適時適切な情報開

示に努めてまいります。 

②施策の実施状況 

 ・当社は監査役制度採用会社であります。 

 ・社外取締役は 2名を選任し、監査役は３名全員を社外監査役としております。 

 ・取締役会は月 1 回定期的に開催しており、常勤、非常勤を問わず、監査役も出

席しております。取締役は、経営の基本方針に基づき、また、法令及び定款に

違反なきよう審議しております。職責が異なる取締役と監査役は、それぞれの

視点から経営のチェックを行っております。 

 ・取締役の任期は 1年とし、責任の明確化と意思決定の迅速化を図っています。 

 ・会計監査は監査法人東海会計社に依頼し、必要に応じて弁護士のアドバイスを

受けております。 

 

３．経営成績及び財政状態 
（１）経済情勢及び当期の業績の概況 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、個人消費の緩やかな回復、好調な輸出・

生産拡大を背景にした民間設備投資の増加などにより堅調に推移しました。しかしなが

ら、期間後半には円高・ドル安の進行、原油価格高騰などにより景気の先行きに不透明

感が漂いはじめました。 

 このような経済状況のもとで、当社グループは移動体通信機器販売事業における成長

力と収益力の確保や不動産事業の強化拡大、新しいフード事業の事業化に努めてまいり

ました。 

 移動体通信機器販売事業の業界環境におきましては、国内の移動体通信機器市場は平

成１６年１０月末現在で累積契約数が８，4００万台となり、普及率がさらに高まった

結果、新規契約数の伸びが鈍化する傾向にあります。これを受け個人向け販売は新規加

入中心から買い換え需要及び事業者間移行へのシフトが明確になっております。各事業
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者間では、第３世代携帯電話（３Ｇ）への移行やデジタルカメラ並の画質を誇る高機能

化商品の投入等、サービス性の向上や商品力の強化を中心に他社との差別化にしのぎを

削る競争が展開されました。 

 そうした中、当社グループは、当中間連結会計期間中に専売店 4店舗、併売店 2店舗

を出店し平成 16年 10月末現在、直営の専売店 40店舗、併売店 6店舗、FC加盟の専

売店 13店舗、合計 59店舗の体制となりました。下半期も FC加盟店 1店舗を含めて 6

店舗の出店を計画しており、収益のあがる店舗へのスクラップアンドビルドと攻めの店

舗展開を積極的に進めてまいります。同時に、優位性のある価格設定や新規契約獲得キ

ャンペーンの継続的展開、法人向け販売体制の再構築などの販売増進策を実施する一方、

引き続き全部門にわたり、発生経費を総点検するなど採算管理を強力に推めています。 

不動産事業につきましては、大型物件の第１弾として名古屋市内では希少性のある高

級タイプのマンションを事業化しました。平成１６年５月１日より入居が始まり、家賃

収入の大幅な増加を見込んでいます。また、大型物件第２の総事業費１６億円の物件に

ついては、おそらく名古屋初となる賃貸マンションの開発型の不動産流動化事業への参

入となりました。当中間連結会計期間において不動産流動化のスキームを活用し、３億

６９百万円の売上を計上しております。 

大型物件第３の総事業費２７億円の物件についても開発型の不動産流動化事業で、高

級タイプの高層賃貸マンションを計画しております。さらに、第４、第５と継続して大

型物件を手がけてまいります。これら大型物件の事業化にあたっては、不動産ファンド

の設立や収益力、財務安全性を高める手法を新たに検討、導入してまいります。ゴルフ

場再生事業についても十分なデューデリジェンスの上でスキームを吟味するなど、参入

について検討しております。 

なお、当社保有物件は、１０月末現在で、賃貸マンション 108室、賃貸用事務所総坪

数１，２２０坪となっております。 

フード事業につきましては、京風鍋と焼酎の和風料理店「大黒屋善次郎」に続き、平

成 16年 9月 29日、当社独自のコンセプトに基づくカフェ事業である「カフェ・アンジ

ェリーナ」1号店をオープンいたしました。カフェ事業のノウハウを蓄積し業容拡大を

目指してまいります。 

 以上の結果、当期における中間連結売上高は、52億 94百万円（前期比 13億 24百万

円増、33.3％増）となりました。利益面におきましては、積極的な出店に伴う投資が先

行し、連結経常利益は 1億 17百万円（前期比 12百万円減、9.5％減）にとどまりまし

た。連結中間利益は 53百万円（前期比 1億 53百万円増）となり、大幅に良化しました。

前年に計上した特別損失が当期にはなくなったことが大きく影響しております。なお,

財務体質面では、売上債権や有価証券、棚卸資産、固定資産等全資産にわたり見直しを

進め、一層の健全化を進めました。 

また、当社単独の売上高は 53 億 3 百万円（前期比 13 億 33百万円増、33.6％増）、

経常利益は 1億 12 百万円（前期比 14 百万円減、10.6％減）、中間当期純利益は 49 百

万（前期比 1億 46百万円増）となりました。 
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キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間末におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通り

であります。 

当中間連結会計期間における営業活動により得られたキャッシュ・フローは、棚卸

資産の増加 4億 44百万円等により、前年同期比 4億 44百万円増加し､4億 87百万円

となりました。 

投資活動により使用したキャッシュ・フローは、投資等の取得、有形固定資産の購

入等により、前年同期比 2億 50百万円増加の 3億 16百万円の支出となりました。 

また、財務活動により使用したキャッシュ・フローは、金融機関からの借入金の返

済等により前年同期比 4億 33百万円減少し、40百万円の支出となりました。 

これらの結果、当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は前年同期比 95

百万円増加し、4億 92百万円となりました。 

      なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標は下記の通りです。 
 平成１４年度 

4月期 
平成１５年度 

4月期 
平成１6年度 

4月期 
平成 16年度 

10月期 

自己資本比率       29.0％       32.1％       27.0％       28.0％ 

時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率       11.8％     12.3％     56.1％     53.6％ 

債務償還年数       11.8年      6.6年     14.6年      5.6年 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ・ﾚｼｵ        5.1        6.6        3.8       17.7 

       (注) 自己資本比率：自己資本／総資産 

           時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

           債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

           ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ・ﾚｼｵ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

１．各指標は、いずれも連結ﾍﾞｰｽの財務数値により計算している。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算

出している。 

３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャ

ッシュ・フローを使用している。 

４．有利子負債は短期借入金、長期借入金、社債の合計を使用している。また、利払

いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用している。 

 

（２）当期の見通し（平成 17年 4月期） 

当期の業績見通しにつきましては、連結売上高 100億円、連結経常利益 3億 50百万

円、連結当期純利益 1億 85百万円を予想しております。また、当社単独でも売上高 100

億円、経常利益 3億 50百万円、純利益 1億 85百万円を予想しております。  

なお、業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づいてお

りますので、実際の業績は、今後、様々な要因によって予想値と異なる可能性があり

ます。 



４．中間連結財務諸表等

(1)中間連結貸借対照表
前連結会計年度の

増減 要約連結貸借対照表

金額 構成比 金額 構成比 金額 金額 構成比
％ ％ ％

1 649,681 441,256 208,425 450,838
2 1,174,355 919,287 255,068 1,080,551
3 737,172 260,923 476,249 378,387
4 72,022 135,892 △ 63,869 91,678

△ 17,110 △ 36,060 18,949 △ 27,053
2,616,122 45.1 1,721,298 34.9 894,823 1,974,402 34.0

1
987,035 688,091 298,944 690,680
1,522,086 1,844,102 △ 322,016 2,324,868
22,632 13,562 9,069 266,654
2,531,754 43.7 2,545,757 51.6 △ 14,002 3,282,203 56.5

2 8,707 0.1 7,007 0.1 1,700 6,446 0.1
3

638,731 681,543 △ 42,811 562,768
△ 33 △ 18,417 18,384 △ 18,417
638,698 11.0 663,125 13.4 △ 24,427 544,350 9.4
3,179,160 54.8 3,215,889 65.1 △ 36,729 3,832,999 66.0

2,080 0.0 　　　　　　　― ― 2,080 ― ―
5,797,362 100.0 4,937,188 100.0 860,174 5,807,402 100.0

固 定 資 産 合 計

繰 延 資 産
資 産 合 計

（平成16年4月30日現在）

流 動 資 産 合 計

　（単位：千円）

そ の 他

（平成15年10月31日現在）

　　　　　（資産の部）

科　　　　　　　目
前中間連結会計期間末当中間連結会計期間末

（平成16年10月31日現在）

固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
た な 卸 資 産

貸 倒 引 当 金
投資その他の資産合計

そ の 他
有 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
土 地
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前連結会計年度の
増減 要約連結貸借対照表

金額 構成比 金額 構成比 金額 金額 構成比
％ ％ ％

1 1,040,697 814,580 226,116 1,053,337
2 1,116,038 745,980 370,058 1,370,508
3 51,968 5,611 46,356 39,000
4 266,681 192,073 74,607 290,364

2,475,384 42.7 1,758,245 35.6 717,138 2,753,210 47.4

1 220,000 220,000 　　　　　　　― 220,000
2 1,402,618 1,294,570 108,048 1,192,990
3 1,625 750 875 929
4 　　　　　　　― 115,021 △ 115,021 　　　　　　　―
5 72,308 65,994 6,314 69,796

1,696,552 29.3 1,696,336 34.4 216 1,483,716 25.5
4,171,937 72.0 3,454,582 70.0 717,355 4,236,927 73.0

　　　　　　　― ― 　　　　　　　― ― 　　　　　　　― 　　　　　　　―　　　　　　　―

594,402 10.3 577,500 11.7 16,902 579,500 10.0
732,952 12.6 716,050 14.5 16,902 718,049 12.4
290,993 5.0 169,452 3.4 121,540 262,294 4.5
7,471 0.1 19,887 0.4 △ 12,416 11,024 0.2
△ 394 △0.0 △ 284 △0.0 △ 110 △ 394 △0.0
1,625,425 28.0 1,482,606 30.0 142,819 1,570,474 27.0
5,797,362 100.0 4,937,188 100.0 860,174 5,807,402 100.0負債･小数株主持分及び資本合計

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
その他有価証券評価差額金

自 己 株 式
資 本 合 計

（資本の部）

負 債 合 計

少 数 株 主 持 分

そ の 他
流 動 負 債 合 計

固 定 負 債
社 債

(少数株主持分）

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

長 期 借 入 金

固 定 負 債 合 計

訴 訟 引 当 金

短 期 借 入 金
未 払 法 人 税 等

（平成16年10月31日現在）
科　　　　　目

流 動 負 債
買 掛 金

　　（負債の部）

当中間連結会計期間末

（平成16年4月30日現在）

（単位：千円）

前中間連結会計期間末

（平成15年10月31日現在）
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(2)連結損益計算書

金　　　額 金　　　　額 金　　額 金額

Ⅰ 5,293,747 3,969,908 1,323,839 8,849,057
Ⅱ 4,597,494 3,306,022 1,291,472 7,519,629

696,253 663,886 32,366 1,329,427

Ⅲ 598,881 553,326 45,555 1,051,600
97,371 110,559 △ 13,188 277,827

Ⅳ 50,928 42,714 8,214 81,209
1,285 802 483 1,588
21,906 ― 21,906 ―
19,577 23,644 △ 4,067 48,461
8,159 18,267 △ 10,107 31,159

Ⅴ 31,486 24,133 7,353 49,242
30,387 23,856 6,531 48,971
1,099 276 822 271
116,812 129,140 △ 12,327 309,794

Ⅵ 3,473 1,569 1,903 23,035
1,220 353 867 21,818
1,605 ― 1,605 ―
647 1,216 △ 569 1,216

Ⅶ ― 284,430 △ 284,430 274,793
― ― ― 300
― 81,412 △ 81,412 68,015
― 115,021 △ 115,021 115,021
― 87,997 △ 87,997 91,456

120,286 △ 153,719 274,005 58,036
47,881 6,552 41,328 45,484
19,225 △ 60,762 79,988 902
53,179 △ 99,509 152,688 11,648

店舗開設支援金収入

固 定 資 産 除 却 損

広 告 支 援 金 収 入
そ の 他

営 業 外 費 用
支 払 利 息

投資有価証券売却益

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間
要約連結損益計算書増減

]] 自 平成15年 5月 1日
至 平成15年10月31日[ 自 平成16年 5月 1日

0.5
0.0
0.1

（単位：千円）

3.1

0.7

0.3

3.5

0.6

0.9

11.9
3.1

85.0
15.0

△ 1.5
△ 2.5

前連結会計年度の

[ 自 平成15年 5月 1日 ]至 平成16年 4月30日

百分比
％
100.0

7.2

△ 3.9
0.2

0.0

3.3

0.6

2.8

1.1

0.4
1.0

百分比
％
100.0
83.3
16.7

13.9

―

2.3
0.9

0.6

1.0

11.3
1.8

至 平成16年10月31日 [

営 業 利 益

営 業 外 収 益

科　　　　　目

百分比
％
100.0
86.8
13.2

受取利息・受取配当金

販売費及び一般管理費

売 上 高
売 上 原 価
売 上 総 利 益

そ の 他
経 常 利 益

特 別 利 益

法 人 税 等 調 整 額

そ の 他 特 別 利 益
貸 倒 引 当 金 戻 入

中間（当期）純利益(△損失）

法 人 税 ・住 民 税 及 び 事 業 税

特 別 損 失

税 金 等 調 整 前 中 間
（当 期 ）純 利 益 （△ 損 失 ）

訴 訟 和 解 金
そ の 他 特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

2.2

0.1

 10



（３）中間連結剰余金計算書

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

42,738

262,294

262,294

53,179

24,480

290,993

293,384

△ 99,509

24,422

169,452

716,050

718,049

293,384

11,648

1,999

718,049

732,952

716,050

716,050

14,902                             ―

(単位：千円）

金額金額

自 平成15年 5月 1日

至 平成15年10月31日

自 平成15年 5月 1日

至 平成16年 4月 30日

(資本剰余金の部）

科　　　目

前連結会計年度前中間連結会計期間

［［ ］ ］
当中間連結会計期間

金額

［自 平成16年 5月 1日］
至 平成16年10月31日

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 中 間期末 ( 期 末 ) 残 高

(利益剰余金の部）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

新株予約権の権利行使

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 中 間期末 ( 期 末 ) 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

中間 (当期 )純利益 (△損失 )

利 益 剰 余 金 減 少 高

配 当 金
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：千円）
期 別 

自　平成15年 5月 1日
至  平成16年 4月30日

 科 目
Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー
  1.税金等調整前中間(当期)純利益又は

  2.減価償却費 33,497 27,025 56,176
  3.繰延資産償却 416 ― ―
  4.貸倒引当金の増減額 △ 10,660 5,282 △ 3,724
  5.賞与引当金の増加額 ― ― 1,413
  6.退職給付引当金の増加額 695 202 381
  7.訴訟引当金の増減額 ― 100,021 ―
  8.受取利息及び受取配当金 △ 1,285 △ 802 △ 1,588
  9.支払利息 30,387 23,856 48,971
10.投資有価証券売却益 △ 1,220 △ 353 △ 21,818
11.固定資産売却損 ― ― 300
12.固定資産除却損 ― 81,412 68,015
13.売上債権の増減額 △ 93,804 383,985 222,721
14.たな卸資産の増減額 443,995 27,281 △ 90,182
15.その他の資産の増減額 △ 18,934 △ 52,057 36,354
16.仕入債務の減少額 △ 15,672 △ 379,266 △ 140,509
17.未払金の増減額 16,875 △ 5,599 649
18.未払消費税等の増加額 6,546 3,704 2,848
19.その他の流動負債の増加額 35,076 21,243 18,948
20.敷金保証金の受入 6,262 17,302 21,105
21．保証金償却 ― 56,000 56,000

552,463 155,518 334,099
24.利息及び配当金の受取額 1,137 590 1,154
25.利息の支払額 △ 27,467 △ 24,379 △ 49,744
26.法人税等の支払額 △ 39,087 △ 89,519 △ 95,062
　　営業活動によるキャッシュ・フロー 487,046 42,210 190,446
Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー
  1.定期預金の預入による支出 32,342 ― △ 7,464
  2.定期預金の払戻による収入 △ 100,488 37,647 ―
  3.有形固定資産の取得による支出 △ 140,410 △ 10,326 △ 204,417
  4.有形固定資産の売却による収入 ― ― 1,764
  5.土地の取得による支出 △ 17,870 △ 622,656 △ 1,084,658
  6.無形固定資産の取得による支出 △ 2,822 ― ―
  7.投資有価証券の取得による支出 △ 1,498 △ 350 △ 4,991
  8.投資有価証券の売却による収入 1,820 4,354 29,144
 9.貸付金による支出 △ 6,000 ― ―
10.貸付金の回収による収入 3,351 ― ―
11.敷金保証金等の支払 △ 12,720 △ 2,608 △ 19,574
12.敷金保証金等の返還収入 550 32,560 43,349
13.投資等の取得による支出 △ 73,010 △ 5,800 △ 11,800
　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 316,757 △ 567,178 △ 1,258,648
Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー
  1.短期借入金の増加（減少）額 △ 283,000 330,000 993,000
  2.長期借入による収入 302,000 170,000 170,000
  3.長期借入金の返済による支出 △ 63,842 △ 82,990 △ 223,042
  4.配当金の支払額 △ 24,553 △ 23,322 △ 42,454
  5.株式の発行による収入 29,805 ― 4,000
  6.自己株式の取得による支出 ― ― △ 110
　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 39,590 393,687 901,393
Ⅳ現金及び現金同等物の減少額 130,698 △ 131,280 △ 166,808
Ⅴ現金及び現金同等物の期首残高 360,876 527,685 527,685
Ⅵ現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 491,574 396,404 360,876

58,036

小計

自　平成16年  5月 1日
至　平成16年10月31日

120,286
　　税金等調整前中間純損失(△）

△ 153,719

前連結会計年度

金　　　額 金　　　額

自　平成15年  5月 1日

金　　　額
至　平成15年10月31日

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間
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その他事業：フード事業等 
３．営業費用のうち、消去又は全社の項目を含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社の本社管理
部門にかかる費用であります。 

４．営業利益又は営業損失に替えて、経常利益又は経常損失を記載しております。 
５．（追加情報）に記載いたしましたとおり、当中間連結会計期間より法人事業税の付加価値割及び資本 
割について販売費及び一般管理費に計上することとしております。 
 この結果、従来と同じ方法によった場合に比べ、当中間連結会計期間の営業費用及び営業外損益

は移動体通信関連事業で 129千円、不動産事業で 1,720千円、その他事業で 103千円増加し、経常
利益は移動体通信関連事業及び不動産事業でそれぞれ同額減少、経常損失はその他事業で同額増加

しております。また、消去及び全社の営業費用及び営業外損益は 227千円増加しております。 
 

２．所在地別セグメント情報 

当中間連結会計期間（自 平成 16年 5月 1日 至 平成 16年 10月 31日）、前中間連結会計期間 
（自 平成 15年 5月 1日 至 平成 15年 10月 31日）及び前連結会計年度（自 平成 15年 5月 1日  
至 平成 16年 4月 30日） 
本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。 
 

３．海外売上高 

当中間連結会計期間（自 平成 16年 5月 1日 至 平成 16年 10月 31日）、前中間連結会計期間 
（自 平成 15年 5月 1日 至 平成 15年 10月 31日）及び前連結会計年度（自 平成 15年 5月 1日  
至 平成 16年 4月 30日） 
海外売上高はありませんので、該当事項はありません。 

 
 
 
 
仕入及び販売の状況 

1．仕入実績 
                                                                              （単位：千円） 
区    分 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

移 動 体 通 信 機 器 
販 売 関 連 事 業 2,845,653 2,227,772 5,240,322 

不 動 産 事 業 340,462 ― ― 

そ の 他 の 事 業 10,446 293 2,612 

合    計 3,196,562 2,228,065 5,242,934 

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
 
2．販売実績 
                                                                                （単位：千円） 
区    分 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

販 売 手 数 料 3,363,620 2,646,166 5,878,389 

機 器 売 上 1,457,248 1,261,012 2,833,777 

移 動 体 通 信 機 器 
販 売 関 連 事 業 4,820,868 3,907,179 8,712,167 

不 動 産 事 業 445,095 50,076 110,994 

そ の 他 の 事 業 27,782 12,652 25,896 

合    計 5,293,747 3,969,908 8,849,057 
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(注)１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
   ２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合 

                                                                   （単位：千円） 
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

相手先 
金額 割合（％） 金額 割合（％） 金額 割合（％） 

ボーダフォン株式会社 1,594,619 30.1 1,297,530 32.6 2,844,667 32.1 

株式会社 KDDI 1,622,829 30.7 1,219,961 30.7 2,710,971 30.6 

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
 
 

有価証券関係 

（当中間連結会計期間末）（平成 16年 10月 31日現在） 
 
１．その他有価証券で時価のあるもの。                                      （単位：千円） 

 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差  額 
(1)株式 
(2)債券 
  国債・地方債 
  その他 

(3)その他 

9,401 
― 
― 
― 

1,481 

21,239 
― 
― 
― 

2,178 

11,838 
― 
― 
― 

697 

合       計 10,882 23,417 12,535 
 
２．時価評価されていない主な有価証券の内容       （単位：千円） 
 中間連結貸借対照表計上額 
その他有価証券 
非上場株式 
（店頭株式を除く） 
その他 

 
 ―  

 
10,075 

        合    計  10,075 

 
 
（前中間連結会計期間末）（平成 15年 10月 31日現在） 
 
１．その他有価証券で時価のあるもの。                                      （単位：千円） 

 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差  額 
(1)株式 
(2)債券 
  国債・地方債 
  その他 

(3)その他 

7,916 
― 
― 
― 

751 

40,694 
― 
― 
― 

1,342 

32,777 
― 
― 
― 

591 
合       計 8,667 42,036 33,368 

 
２．時価評価されていない主な有価証券の内容       （単位：千円） 
 中間連結貸借対照表計上額 
その他有価証券 
非上場株式 
（店頭株式を除く） 
その他 

 
 ― 

 
10,072 

        合    計  10,072 
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 （前連結会計年度末）（平成 16年 4月 30日現在） 
 
１．その他有価証券で時価のあるもの。                                      （単位：千円） 
 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差  額 
(1)株式 
(2)債券 
  国債・地方債 
  その他 

(3)その他 

9,232 
― 
― 
― 

751 

26,863 
― 
― 
― 

1,618 

17,630 
― 
― 
― 

867 

合       計 9,983 28,481 18,497 
 
２．時価評価されていない主な有価証券の内容       （単位：千円） 
 連結貸借対照表計上額 
その他有価証券 
非上場株式 
（店頭株式を除く） 
その他 

 
 ― 

 
10,074 

合    計 10,074 

 

 

デリバティブ取引関係 

 
当中間連結会計期間、前連結会計年度及び前中間連結会計期間のいずれにおいても金利スワップ取引を

行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いております 
 

 
 
（1株当たり指標遡及修正値） 
 決算短信に記載されている 1株当たり指標を平成 16年 10月中間期の数値を 100として、これまでに実
施した株式分割等に伴う希薄化を修正・調整した数値を表示しますと以下のとおりとなります。 
  

平成 17年 4月期 平成 16年 4月期  
中 間 中 間 期 末 

  円 銭  円 銭  円 銭 
1株当たり株主資本 130,883  96 121,415  65 128,306  76 
1株当たり当期純利益 4,322  05 △8,149  16 953  88 
潜在株式調整後 1 株当たり
中間（当期）当期純利益 

4,212  14 ―  ― 936  85 

（注）1．前中間連結会計期間においては、1株当たり中間純損失であるため、潜在株式調整後 1株当たり中間 
 純利益は記載しておりません。 

2．平成 16年 4月期に株式分割を実施 
 効力発生日 平成 16年 6月 14日に 1：2の株式分割 
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（重要な後発事象） 
当中間連結会計期間（自 平成 16年 5月 1日 至 平成 16年 10月 31日） 
当社は平成 16年 9月 30日開催の取締役会において株式分割による新株式の発行を行なう旨の決議をし
ております。 
当該株式分割の内容は、下記のとおりであります。 
 
1．平成 16年 12月 20日付をもって、平成 16年 10月 31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又
は記録された株主の所有株式数を、普通株式 1株につき 2株の割合をもって分割する。 
2．分割により増加する株式数  普通株式 12,421.83株 
3．配当起算日  平成 16年 11月 1日 
 
前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における 1 株当たり情報の各数値はそれぞれ以下のと
おりであります。 

 
当中間連結会計期間 
（自 平成 16年 5月 1日 
至 平成 16年 10月 31日） 

前中間連結会計期間 
（自 平成 15年 5月 1日 
至 平成 15年 10月 31日） 

前連結会計年度 
（自 平成 15年 5月 1日 
至 平成 16年 4月 30日） 

1株当たり株主資本 65,441円 98銭 60,707円 83銭 64,153円 38銭 

1株当たり中間（当期）純利益 2,161円 02銭 △4,074円 58銭 476円 94銭 

潜在株式調整後 1株当たり 
中間（当期）純利益 2,106円 07銭 ― 468円 42銭 

なお、前中間連結会計期間においては、1株当たり中間純損失であるため、潜在株式調整後 1株当たり 
中間純利益は記載しておりません。 
 
 
前中間連結会計期間（自 平成 15年 5月 1日 至 平成 15年 10月 31日） 
該当事項はありません。 

 
 
前連結会計年度（自 平成 15年 5月 1日 至 平成 16年 4月 30日） 
当社は平成 16 年 3 月 8 日開催の取締役会において株式分割による新株式の発行を行なう旨の決議をし
ております。 
当該株式分割の内容は、下記のとおりであります。 
 
1．平成 16年 6月 14日付をもって、平成 16年 4月 30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は
記録された株主の所有株式数を、普通株式 1株につき 2株の割合をもって分割する。 
2．分割により増加する株式数  普通株式 6,106.5株 
3．配当起算日  平成 16年 5月 1日 
 
前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における 1 株当たり情報の各数値はそれぞれ以下のと
おりであります。 

 
当連結会計年度 
（自 平成 15年 5月 1日 
至 平成 16年 4月 30日） 

前連結会計年度 
（自 平成 14年 5月 1日 
至 平成 15年 4月 30日） 

1株当たり株主資本 128,306円 76銭 129,980円 32銭 

1株当たり中間（当期）純利益 953円 88銭 4,242円 11銭 

潜在株式調整後 1株当たり 
中間（当期）純利益 936円 85銭 ― 

なお、前連結会計年度においては、ストックオプションの残高がありますが、希薄化しないため

記載しておりません。 


